
令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月20日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 302 道路維持管理事業
政策 快適で暮らしやすいまち

この事務事業
施策 便利で快適な住環境をつくろう

の位置
基本事業 道路

主管課名 道路河川課 課長名 鈴木　哲也
この事務事業の開始時期 昭和50(1975)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 道路法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

道路の安全確保、適切な維持管理を行うため、道路の 道路管理者の責務として市道の施設管理等を行い、良
維持補修工事、草刈、パトロール、ごみ拾い等の維持 好な市道の維持管理を行う。
管理委託の発注及び直接修繕を行う。
「ＳＤＧｓの取り組み：８，10，11，12」

①道路施設点検委託設計書作成　②道路草刈委託設計書作成　③街路樹維持管理業
R5年度に実施した具体的な 務委託設計書作成　④委託業務発注　⑤委託業者打合せ　⑥苦情処理　⑦完了検査
事業の方法、手順、指標に対す 　⑧支払い業務　⑨道路修繕工事
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化してい

令

るか (1)活動指標（

和

事務事業の活動量を表

 

す指標）

現在事業途中

6

のため現状のまま継続

年

して実施 名称 単位
① 道

度

路パトロール日数 日
変

（

 化
②

内 容

対象(こ

5

の事業の対象、範囲と

年

なる人、物) (2)対

度

象指標（対象の大きさ

実

を表す指標）

認定市道

施

名称 単位
① 市道認定路

分

線数 本
②

目的(この事

）

業によって上記対象を

事

どのような状態にした

務

いのか) (3)成果指

事

標（目的の達成度を示

業

す指標）

道路施設に異

目

常が無いか巡回を行い

的

、損傷個所をなくす 名

評

称 単位
① パトロールに

価

よる異常発見件数 件
②

表

道路施設の修繕件数 件

様

結果(上位基本事業の

式

意図) (4)結果の成

1

果指標（上位基本事業

-

の成果指標）

誰もが安

1

心して出かけられ、移

記

動が円滑にできるため

入

の道路整備 名称 単位
を

日

推進する。 ① 歩道付道

令

路の整備率 ％
②

事務事

和

業の各種指標の実績と

0

見込及び目標

R4年度

6

R5年度 R5年度 R6

年

年度 R7年度 R8年度

0

R9年度
指標 ＼ 年

5

度 単位
実績値 計画値 実

月

績値 計画値 目標値 目標

2

値 目標値
(1)の ① 日

0

52 52 52 52 52

日

52 52
活動指標 ②
(

１

2)の ① 本 926 95

事

0 952 980 980

務

980 980
対象指標

事

②
(3)の ① 件 110

業

110 118 110 1

の

10 110 110
成果

現

指標 ② 件 145 150

状

135 150 150 1

　

50 150
(4)の結

Ｐ

果の ① ％ 94.1 94

Ｌ

.3 94.3 94.3

Ａ

94.3 94.5 94

Ｎ

.5
成果指標 ②

予算費

及

目 会計 01 一般会計

び

款 08 項 02 目 02

コ

Ｄ

スト 年度 R4年度 R5

Ｏ

年度 R5年度 R6年度

事

R7年度 R8年度 R9

務

年度
実績値 計画値 実績

事

値 計画値 目標値 目標値

業

目標値
事業費(決算又

名

は予算額)Ａ 単位 45

N

2,225 483,4

o

26 412,424 4

.

92,045 542,

3

218 460,718

0

470,718

財
源
内

2

訳

 国庫支出金 千円 2

道

6,643 12,93

路

6 11,233 14,

維

650 27,944 1

持

6,790 15,64

管

6
 県支出金 千円 1,

理

132 900 894 9

事

50 950 950 95

業

0
 地方債 千円 0 0 0

政

0 0 0 0
 その他 千円

策

105 400 69 30

こ

0 300 300 300

の

 一般財源 千円 424

事

,345 469,19

務

0 400,228 47

事

6,145 513,0

業

24 442,678 4

施

53,822
人件費Ｂ

策

千円 32,182.1

の

29,901.1 30

位

,541.1 28,7

置

53 28,753 30

基

,534.1 30,5

本

34.1
正職員従事時

事

間×人数 時間×人 61

業

7× 12 563× 12

主

563× 12 568×

管

11 568× 11 61

課

4× 11 614× 11

名

正職員以外の人件費 千

課

円 6,120 6,12

長

0 6,760 6,76

名

0 6,760 6,76

こ

0 6,760
その他の

の

費用Ｃ 千円 1,298

事

1,500 1,701

務

1,701 1,500

事

1,701 1,701

業

トータルコストA+B

の

+C 千円 485,70

開

5.1 514,827

始

.1 444,666.

時

1 522,499 57

期

2,471 492,9

事

53.1 502,95

務

3.1
単位あたりコス

区

ト ① 千円/本 524.

分

5 541.9 467.

法

1 533.2 584.

定

2 503 513.2
（

受

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

託

)の対象指標）② 千円

事

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

る環境変化 □ ある
に伴

業

い、目的を見直す（目

名

その理由
的の追加・拡

N

充又は絞込）

必要はあ

o

りませんか？ ■ ない

有

.

効
性

道路パトロールの

3

回数を増やす
今以上に

0

事業の成果を向上

させ

2

る方法を記入して下さ

道

い。 内　容
※(3)の

路

成果指標を向上させる

維

　ことはできますか？

持

道路パトロールで発見

管

された損傷箇所は修繕

理

済みである
目的達成状

事

況 内　容

■民間への一

業

部委託 □民間への全部

２

委託
市関与の必要性 □

評

指定管理 □補助金・負

価

担金助成 ■市の直営
内

　

　容
　（実施手法） 市

Ｃ

の道路パトロールや市

Ｈ

民からの情報提供によ

Ｅ

り工事業者へ修繕依頼

Ｃ

を行う

効
率
性

道路修繕

Ｋ

事業、道路安全施設維

目

持管理事業、街路樹維

的

持管理事業を統合し修

妥

繕
事務事業の統廃合に

当

より、
の効率化が図ら

性

れている
事業の効率化

こ

を図り、成果
内　容

を

の

向上させる方法を記入

事

し

て下さい。

統合する

業

ことで事務の時間が削

の

減できている
現状より

必

事業費・人件費を

削減

要

する方法を記入して下

性

さい。（仕様の変更、

は

外部 内　容
委託、従事

薄

時間の削減等は

できな

れ

いか？)

公
平
性

不特定

て

多数の人が利用するた

得

め、受益者を特定で
□

ら

ある ■ 現状で適正
受益

れ

者負担はありますか？

て

きない。
また、受益者

い

負担割合は適 ■ ない □

る

検討が必要 内　容
正で

い

すか？
□ 受益者がいな

ま

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

せ

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

施設の老朽化

ん

や拡充及び区画整理の

か

個々の案件を精査し、

。

その都度、必
事業実施

十

上の課題、住 完了によ

分

り管理すべき施設が増

な

大し 要な対応を行う。

成

民・議会等からの意見

果

意　見 、維持修繕や安

が

全対策など様々な案 対

理

応策
と対応策 件が寄せ

　

られる。

緊急修繕工事

由

、指定修繕工事 継続し

得

て実施するため、前年

ら

度と同
R6年度の事業

れ

計画は前 変　更
様・同

て

規模で実施。
年度から

い

変更・追加は 前年度 ・

ま

あるか 追　加

今後の事

す

業・コスト・成果の方

か

向性 今後の事業の方向

？

性、改革・改善案
※今

得

年度からの具体的な事

ら

業の進め方、手段の見

れ

直し等、各方向性の内

て

容

　　　　　　　　　

い

□　拡大 今後とも地域

な

住民のニーズに合わせ

い

た良好な施設の管
　　

事

　　　　　　　□　改

業

善 理を行う。
　　　　

進

　　　　　■　現状維

展

持 適正な維持管理・点

等

検により施設の長寿命

に

化を図る（
　　　　　

よ

　　　　□　縮小 橋梁

る

）。
　　　　　　　　

環

　□　統合 道路ストッ

境

ク総点検を実施、修繕

変

計画を策定し交付金
　

化

　　　　　　　　□　

あ

完了 を受けて修繕を実

る

施していく（都市計画

に

道路及び緊急
　　　　

伴

　　　　　□　廃止・

い

休止 輸送路）。
コスト

、

の方向性
　　　　　　

対

　　　↑　増加
成果の

象

方向性
　　　　　　　

を

　　→　維持

2

見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 302 道路維持管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

年々老朽化や増加する道路施設の修繕を行う必要がある
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

道路整備や開発により新規の道路施設が増えるため、市道認定は常に
事業進展等による環境変

様

化
□ ある 必要である

に

式

伴い、対象を見直す（

1

拡
その理由

大・縮小）

-

必要はありませ
■ ない

2

んか？

道路施設の異常

事

を早期に発見する必要

務

がある
事業進展等によ



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月20日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 303 道路改良事業
政策 快適で暮らしやすいまち

この事務事業
施策 便利で快適な住環境をつくろう

の位置
基本事業 道路

主管課名 道路河川課 課長名 鈴木　哲也
この事務事業の開始時期 かなり前 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 道路法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

道路の新設、狭い幹線道路拡幅整備や生活関連道路整 増加する車両等の安全確保と沿道住民や歩行者の安全
備を行い交通事故や渋滞などの道路環境の悪化を防止 と利便性向上のため、道路改良整備の必要がある。
・解消し、市内の道路交通網を整備する。
「ＳＤＧｓの取り組み：９，11，12」

①道路設計業務委託　②委託業務監督　③完了検査　④支払い業務
R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

国・県の補助金の確保が難しくなっている 名称 単位
① 発注件数 件

変 化
② 道路整備

令

延長 ｍ
内 容

対象(こ

和

の事業の対象、範囲と

 

なる人、物) (2)対

6

象指標（対象の大きさ

年

を表す指標）

①認定道

度

路 名称 単位
②道路利用

（

者 ① 認定市道総延長 ｍ

5

② みよし市民 人

目的(

年

この事業によって上記

度

対象をどのような状態

実

にしたいのか) (3)

施

成果指標（目的の達成

分

度を示す指標）

①安全

）

に利用できる道路形態

事

にする 名称 単位
②道路

務

を新設し、スムーズな

事

移動経路を確保する ①

業

規格改良済延長 ｍ
②

結

目

果(上位基本事業の意

的

図) (4)結果の成果

評

指標（上位基本事業の

価

成果指標）

誰もが安心

表

して出かけられ、異動

様

が円滑にできるための

式

道路整備 名称 単位
を推

1

進する ① 都市計画道路

-

の整備率 ％
②

事務事業

1

の各種指標の実績と見

記

込及び目標

R4年度 R

入

5年度 R5年度 R6年

日

度 R7年度 R8年度 R

令

9年度
指標 ＼ 年度

和

単位
実績値 計画値 実績

0

値 計画値 目標値 目標値

6

目標値
(1)の ① 件 1

年

1 1 1 1 1 1
活動指標

0

② ｍ 0 0 0 0 0 0 0
(

5

2)の ① ｍ 264,7

月

51 264,751 2

2

74,840 274,

0

840 274,840

日

274,840 274

１

,840
対象指標 ② 人

事

61,375 61,6

務

56 61,380 61

事

,938 62,219

業

62,500 62,8

の

00
(3)の ① ｍ 21

現

8,935 218,9

状

35 227,914 2

　

27,914 227,

Ｐ

914 227,914

Ｌ

227,914
成果指

Ａ

標 ②
(4)の結果の ①

Ｎ

％ 81 81 81 81 8

及

1 82 82
成果指標 ②

び

予算費目 会計 01 一

Ｄ

般会計 款 08 項 02 目

Ｏ

03

コスト 年度 R4年

事

度 R5年度 R5年度 R

務

6年度 R7年度 R8年

事

度 R9年度
実績値 計画

業

値 実績値 計画値 目標値

名

目標値 目標値
事業費(

N

決算又は予算額)Ａ 単

o

位 91,745 440

.

,514 286,38

3

7 119,952 43

0

6,142 507,8

3

92 298,552

財

道

源
内
訳

 国庫支出金 千

路

円 8,422 22,5

改

00 67,614 0 3

良

0,000 87,50

事

0 50,000
 県支

業

出金 千円 0 0 0 2,0

政

00 15,000 21

策

,300 20,800

こ

 地方債 千円 0 0 0 0

の

0 0 0
 その他 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 一般財

務

源 千円 83,323 4

事

18,014 218,

業

773 117,952

施

391,142 399

策

,092 227,75

の

2
人件費Ｂ 千円 3,6

位

96 6,955.5 6

置

,955.5 5,89

基

2.5 5,892.5

本

6,603.5 6,6

事

03.5
正職員従事時

業

間×人数 時間×人 17

主

5× 6 247× 8 24

管

7× 8 279× 6 27

課

9× 6 268× 7 26

名

8× 7
正職員以外の人

課

件費 千円 0 0 0 0 0 0

長

0
その他の費用Ｃ 千円

名

404 404 754 7

こ

54 754 969 96

の

9
トータルコストA+

事

B+C 千円 95,84

務

5 447,873.5

事

294,096.5 1

業

26,598.5 44

の

2,788.5 515

開

,464.5 306,

始

124.5
単位あたり

時

コスト ① 千円/ｍ 0.

期

4 1.7 1.1 0.5

事

1.6 1.9 1.1
（

務

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

区

)の対象指標）② 千円

分

/人 1.6 7.3 4.

法

8 2 7.1 8.2 4.

定

9

1

受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

・縮小）必要はありま

業

せ
■ ない

んか？

環境変

名

化による目的の変更や

N

追加は必要なく、計画

o

どおりに事業進捗
事業

.

進展等による環境変化

3

□ ある
を図ることが重

0

要である。
に伴い、目

3

的を見直す（目
その理

道

由
的の追加・拡充又は

路

絞込）

必要はありませ

改

んか？ ■ ない

有
効
性

依

良

存財源も限られている

事

ため、成果の向上は難

業

しい。
今以上に事業の

２

成果を向上

させる方法

評

を記入して下さ

い。 内

価

　容
※(3)の成果指

　

標を向上させる

　こと

Ｃ

はできますか？

令和５

Ｈ

(2023)年度末市

Ｅ

内都市計画道路整備率

Ｃ

  81.1％
目的達

Ｋ

成状況 内　容

□民間へ

目

の一部委託 □民間への

的

全部委託
市関与の必要

妥

性 □指定管理 □補助金

当

・負担金助成 ■市の直

性

営
内　容

　（実施手法

こ

） 道路を築造し良好に

の

管理していくことは道

事

路管理者である市の責

業

務である。

効
率
性

道路

の

の整備に関する事務事

必

業の統廃合はできない

要

。
事務事業の統廃合に

性

より、

事業の効率化を

は

図り、成果
内　容

を向

薄

上させる方法を記入し

れ

て下さい。

都市計画決

て

定された道路を整備す

得

る場合の仕様変更はで

ら

きない。
現状より事業

れ

費・人件費を

削減する

て

方法を記入して下

さい

い

。（仕様の変更、外部

る

内　容
委託、従事時間

い

の削減等は

できないか

ま

？)

公
平
性

不特定多数

せ

の人が利用するため、

ん

受益者を特定で
□ ある

か

■ 現状で適正
受益者負

。

担はありますか？ きな

十

い。
また、受益者負担

分

割合は適 ■ ない □ 検討

な

が必要 内　容
正ですか

成

？
□ 受益者がいない

３

果

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

が

Ｏ
Ｎ

計画的に事業を進

理

めるための依存財 社会

　

資本整備総合交付金を

由

活用して
事業実施上の

得

課題、住 源の確保が必

ら

要。 いく。
民・議会等

れ

からの意見 意　見 対応

て

策
と対応策

市道の新設

い

・改良整備 継続して実

ま

施するため、前年度と

す

同
R6年度の事業計画

か

は前 変　更
様・同規模

？

で実施。
年度から変更

得

・追加は 前年度 ・
ある

ら

か 追　加

今後の事業・

れ

コスト・成果の方向性

て

今後の事業の方向性、

い

改革・改善案
※今年度

な

からの具体的な事業の

い

進め方、手段の見直し

事

等、各方向性の内容

　

業

　　　　　　　　□　

進

拡大 今後とも市道の整

展

備改良により市民生活

等

環境の向上を
　　　　

に

　　　　　□　改善 図

よ

る。
　　　　　　　　

る

　■　現状維持
　　　

環

　　　　　　□　縮小

境

　　　　　　　　　□

変

　統合
　　　　　　　

化

　　□　完了
　　　　

あ

　　　　　□　廃止・

る

休止
コストの方向性
　

に

　　　　　　　　↑　

伴

増加
成果の方向性
　　

い

　　　　　　　→　維

、

持

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 303 道路改良事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

渋滞緩和や安全な通行形態の確保ができ、市民の生活環境の
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

向上に役立っており、成果は得られている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

人口、世帯の増加、自動車所有台数及び交通量の増加

様

に伴い生活行動
事業進

式

展等による環境変化
□

1

ある 範囲が広がってお

-

り、計画どおりに事業

2

を進めることが重要で

事

ある。
に伴い、対象を

務

見直す（拡
その理由

大



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月20日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 304 里道整備事業
政策 快適で暮らしやすいまち

この事務事業
施策 便利で快適な住環境をつくろう

の位置
基本事業 道路

主管課名 道路河川課 課長名 鈴木　哲也
この事務事業の開始時期 昭和56(1981)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市生活環境整備事業分担金の徴収に関する条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

行政区管理の里道を分担金を徴収し、整備を行う。 行政区管理の里道を各行政区から分担金を徴収し、里
大規模集落　　　10％ 道の改良・新設整備を行うことにより、生活環境の向
大規模集落以外　20％ 上及び利便の向上を図る。
「ＳＤＧｓの取り組み：９，11，12」

①地元区長と施行箇所の確認　②設計書作成　③分担金徴収事務　④工事発注　⑤
R5年度に実施した具体的な 現場監督　⑥完了検査　⑦分担金徴収事務　⑧支払い事務
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標

令

（事務事業の活動量を

和

表す指標）

変化してい

 

ない 名称 単位
① 対象行

6

政区 行政区
変 化

②
内

年

 容

対象(この事業の

度

対象、範囲となる人、

（

物) (2)対象指標（

5

対象の大きさを表す指

年

標）

①利用する市民 名

度

称 単位
① 市民 人
②

目的

実

(この事業によって上

施

記対象をどのような状

分

態にしたいのか) (3

）

)成果指標（目的の達

事

成度を示す指標）

道路

務

整備やカーブミラー等

事

の設置を行い生活道路

業

の利用、利便を 名称 単

目

位
向上する。 ① 発注件

的

数 件
②

結果(上位基本

評

事業の意図) (4)結

価

果の成果指標（上位基

表

本事業の成果指標）

誰

様

もが安心して出かけら

式

れ、移動が円滑にでき

1

るための道路整備 名称

-

単位
を推進する。 ① 歩

1

道付道路の整備率 ％
②

記

事務事業の各種指標の

入

実績と見込及び目標

R

日

4年度 R5年度 R5年

令

度 R6年度 R7年度 R

和

8年度 R9年度
指標 

0

＼ 年度 単位
実績値 計

6

画値 実績値 計画値 目標

年

値 目標値 目標値
(1)

0

の ① 行政区 10 10 1

5

2 10 10 10 10
活

月

動指標 ②
(2)の ① 人

2

61,375 61,6

0

56 61,380 61

日

,938 62,219

１

62,500 62,8

事

00
対象指標 ②
(3)

務

の ① 件 25 15 34 3

事

0 30 30 30
成果指

業

標 ②
(4)の結果の ①

の

％ 94.1 94.3 9

現

4.3 94.3 94.

状

3 94.5 94.5
成

　

果指標 ②
予算費目 会計

Ｐ

01 一般会計 款 08

Ｌ

項 02 目 03

コスト 年

Ａ

度 R4年度 R5年度 R

Ｎ

5年度 R6年度 R7年

及

度 R8年度 R9年度
実

び

績値 計画値 実績値 計画

Ｄ

値 目標値 目標値 目標値

Ｏ

事業費(決算又は予算

事

額)Ａ 単位 24,89

務

0 41,000 32,

事

167 18,300 3

業

2,600 19,50

名

0 12,000

財
源
内

N

訳

 国庫支出金 千円 0

o

0 0 0 0 0 0
 県支出

.

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

3

 地方債 千円 0 0 0 0

0

0 0 0
 その他 千円 2

4

,488 4,100 3

里

,216 1,830 3

道

,260 1,950 1

整

,200
 一般財源 千

備

円 22,402 36,

事

900 28,951 1

業

6,470 29,34

政

0 17,550 10,

策

800
人件費Ｂ 千円 5

こ

,199 8,286.

の

1 8,286.1 7,

事

568 7,568 7,

務

568 7,568
正職

事

員従事時間×人数 時間

業

×人 211× 7 214

施

× 11 214× 11 2

策

15× 10 215× 1

の

0 215× 10 215

位

× 10
正職員以外の人

置

件費 千円 0 0 0 0 0 0

基

0
その他の費用Ｃ 千円

本

404 404 646 6

事

46 646 646 64

業

6
トータルコストA+

主

B+C 千円 30,49

管

3 49,690.1 4

課

1,099.1 26,

名

514 40,814 2

課

7,714 20,21

長

4
単位あたりコスト ①

名

千円/人 0.5 0.8

こ

0.7 0.4 0.7 0

の

.4 0.3
（ﾄｰﾀﾙ

事

ｺｽﾄ/(2)の対象

務

指標）② 千円/ 0 0 0

事

0 0 0 0

1

業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

向上を望む行政区は多

業

くあり、目的を見直す

名

必要はな
事業進展等に

N

よる環境変化 □ ある
い

o

。
に伴い、目的を見直

.

す（目
その理由

的の追

3

加・拡充又は絞込）

必

0

要はありませんか？ ■

4

ない

有
効
性

できない。

里

今以上に事業の成果を

道

向上
事業促進に地元行

整

政区負担が必要であり

備

、地元行政区の負担に

事

は限りがある。
させる

業

方法を記入して下さ

い

２

。 内　容
※(3)の成

評

果指標を向上させる

　

価

ことはできますか？

令

　

和５(2023)年度

Ｃ

末歩道計画整備率　9

Ｈ

4.3％
目的達成状況

Ｅ

内　容

□民間への一部

Ｃ

委託 □民間への全部委

Ｋ

託
市関与の必要性 □指

目

定管理 □補助金・負担

的

金助成 ■市の直営
内　

妥

容
　（実施手法） 行政

当

区管理の里道を分担金

性

を徴収し、整備を行う

こ

。

効
率
性

行政区管理の

の

道路であり、他に類似

事

する事業はない。
事務

業

事業の統廃合により、

の

事業の効率化を図り、

必

成果
内　容

を向上させ

要

る方法を記入し

て下さ

性

い。

各行政区からの要

は

望内容は様々であり、

薄

事業内容を縮小するこ

れ

と等はできない
現状よ

て

り事業費・人件費を
。

得

削減する方法を記入し

ら

て下

さい。（仕様の変

れ

更、外部 内　容
委託、

て

従事時間の削減等は

で

い

きないか？)

公
平
性

地

る

元行政区の負担がある

い

。
■ ある ■ 現状で適正

ま

受益者負担はあります

せ

か？ 大規模集落　10

ん

％
また、受益者負担割

か

合は適 □ ない □ 検討が

。

必要 内　容 大規模集落

十

  20％
正ですか？

分

□ 受益者がいない

３
改

な

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

成

Ｎ

住環境の変化に伴い

果

住民のニーズ内 行政区

が

要望に合わせた整備を

理

実施す
事業実施上の課

　

題、住 容が高度化して

由

いる。 る。
民・議会等

得

からの意見 意　見 対応

ら

策
と対応策

里道の整備

れ

継続して実施するため

て

、前年度と同
R6年度

い

の事業計画は前 変　更

ま

様・同規模で実施。
年

す

度から変更・追加は 前

か

年度 ・
あるか 追　加

今

？

後の事業・コスト・成

得

果の方向性 今後の事業

ら

の方向性、改革・改善

れ

案
※今年度からの具体

て

的な事業の進め方、手

い

段の見直し等、各方向

な

性の内容

　　　　　　

い

　　　□　拡大 今後と

事

も地元行政区要望に合

業

わせ改良・整備を行う

進

こ
　　　　　　　　　

展

□　改善 とにより生活

等

環境の向上を図る。
　

に

　　　　　　　　■　

よ

現状維持
　　　　　　

る

　　　□　縮小
　　　

環

　　　　　　□　統合

境

　　　　　　　　　□

変

　完了
　　　　　　　

化

　　□　廃止・休止
コ

あ

ストの方向性
　　　　

る

　　　　　↑　増加
成

に

果の方向性
　　　　　

伴

　　　　→　維持

2

い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 304 里道整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

生活道路整備やカーブミラー等の設置を行い生活道路の利便
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

性を向上させており、成果は得られている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

この事業に対する環境変化はなく今後も必要な事業で

様

あるため、見直
事業進

式

展等による環境変化
□

1

ある す必要はない。
に

-

伴い、対象を見直す（

2

拡
その理由

大・縮小）

事

必要はありませ
■ ない

務

んか？

生活道路の環境



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月20日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 306 交通安全施設整備事業
政策 快適で暮らしやすいまち

この事務事業
施策 便利で快適な住環境をつくろう

の位置
基本事業 道路

主管課名 道路河川課 課長名 鈴木　哲也
この事務事業の開始時期 かなり前 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 道路法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

事務費 市道の危険箇所に交通安全施設の設置や歩道を設置す
交通安全施設設置事業 ることにより、交通の安全を確保する。
　カーブミラー設置
　防護柵設置
歩道設置事業
「ＳＤＧｓの取り組み：11，12」

①歩道整備：道路構造令に基づき整備を行う。
R5年度に実施した具体的な ②カーブミラー設置：道路構造の基準に基づき設置を行う。
事業の方法、手順、指標に対す ③防護柵設置：道路利用者の安全を確保するため整備を行う。
る成果等  

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

道路管理区域、人口及び自動車の増 名称 単位
① 道

令

路照明灯設置本数 箇所

和

変 化
② カーブミラー

 

設置本数 箇所
内 容

対

6

象(この事業の対象、

年

範囲となる人、物) (

度

2)対象指標（対象の

（

大きさを表す指標）

道

5

路利用者 名称 単位
① 市

年

民 人
②

目的(この事業

度

によって上記対象をど

実

のような状態にしたい

施

のか) (3)成果指標

分

（目的の達成度を示す

）

指標）

安全に利用でき

事

るようにする 名称 単位

務

① 交通事故件数 件
②

結

事

果(上位基本事業の意

業

図) (4)結果の成果

目

指標（上位基本事業の

的

成果指標）

誰もが安心

評

して出かけられ、移動

価

が円滑にできるための

表

道路整備 名称 単位
を推

様

進する。 ① 規格改良率

式

％
②

事務事業の各種指

1

標の実績と見込及び目

-

標

R4年度 R5年度 R

1

5年度 R6年度 R7年

記

度 R8年度 R9年度
指

入

標 ＼ 年度 単位
実績

日

値 計画値 実績値 計画値

令

目標値 目標値 目標値
(

和

1)の ① 箇所 5 3 0 3

0

3 3 3
活動指標 ② 箇所

6

7 10 2 10 10 10

年

10
(2)の ① 人 61

0

,375 61,656

5

61,380 61,9

月

38 62,219 62

2

,500 62,800

0

対象指標 ②
(3)の ①

日

件 137 200 151

１

200 200 200 2

事

00
成果指標 ②

(4)

務

の結果の ① ％ 82.7

事

82.7 82.9 82

業

.9 82.9 82.9

の

82.9
成果指標 ②

予

現

算費目 会計 01 一般

状

会計 款 08 項 02 目 0

　

4

コスト 年度 R4年度

Ｐ

R5年度 R5年度 R6

Ｌ

年度 R7年度 R8年度

Ａ

R9年度
実績値 計画値

Ｎ

実績値 計画値 目標値 目

及

標値 目標値
事業費(決

び

算又は予算額)Ａ 単位

Ｄ

74,318 89,0

Ｏ

40 79,960 79

事

0 11,240 11,

務

240 11,240

財

事

源
内
訳

 国庫支出金 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

名

支出金 千円 19,01

N

0 24,000 22,

o

770 0 0 0 0
 地方

.

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

3

 その他 千円 0 0 0 0

0

0 0 0
 一般財源 千円

6

55,308 65,0

交

40 57,190 79

通

0 11,240 11,

安

240 11,240
人

全

件費Ｂ 千円 3,872

施

3,865 3,865

設

2,112 2,112

整

2,112 2,112

備

正職員従事時間×人数

事

時間×人 220× 5 1

業

83× 6 183× 6 1

政

20× 5 120× 5 1

策

20× 5 120× 5
正

こ

職員以外の人件費 千円

の

0 0 0 0 0 0 0
その他

事

の費用Ｃ 千円 202 2

務

02 215 215 21

事

5 215 215
トータ

業

ルコストA+B+C 千

施

円 78,392 93,

策

107 84,040 3

の

,117 13,567

位

13,567 13,5

置

67
単位あたりコスト

基

① 千円/人 1.3 1.

本

5 1.4 0.1 0.2

事

0.2 0.2
（ﾄｰﾀ

業

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

主

象指標）② 千円/ 0 0

管

0 0 0 0 0

1

課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

）必要はありませ
■ な

業

い
んか？

市道における

名

交通安全は、交通事故

N

防止に寄与し安全に通

o

行利用する
事業進展等

.

による環境変化 □ ある

3

ための事業であるため

0

見直す必要はない。
に

6

伴い、目的を見直す（

交

目
その理由

的の追加・

通

拡充又は絞込）

必要は

安

ありませんか？ ■ ない

全

有
効
性

成果向上には、

施

限りがある
今以上に事

設

業の成果を向上

させる

整

方法を記入して下さ

い

備

。 内　容
※(3)の成

事

果指標を向上させる

　

業

ことはできますか？

令

２

和５(2023)年度

評

規格改良率　82.9

価

％　
目的達成状況 内　

　

容

□民間への一部委託

Ｃ

□民間への全部委託
市

Ｈ

関与の必要性 □指定管

Ｅ

理 □補助金・負担金助

Ｃ

成 ■市の直営
内　容

　

Ｋ

（実施手法） 市道の整

目

備は道路管理者である

的

市の責務である。

効
率

妥

性

交通安全施設を設置

当

する事業であり、他に

性

類似する事業はない。

こ

事務事業の統廃合によ

の

り、

事業の効率化を図

事

り、成果
内　容

を向上

業

させる方法を記入し

て

の

下さい。

道路構造令等

必

に沿って交通安全施設

要

を設置するため、仕様

性

等の変更はできない
現

は

状より事業費・人件費

薄

を
。

削減する方法を記

れ

入して下

さい。（仕様

て

の変更、外部 内　容
委

得

託、従事時間の削減等

ら

は

できないか？)

公
平

れ

性

交通安全施設の整備

て

を行うものであり、特

い

定な受
□ ある □ 現状で

る

適正
受益者負担はあり

い

ますか？ 益者はいない

ま

。
また、受益者負担割

せ

合は適 □ ない □ 検討が

ん

必要 内　容
正ですか？

か

■ 受益者がいない

３
改

。

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

十

Ｎ

施設の老朽化等によ

分

る施設更新の増 適正な

な

維持管理を実施し、老

成

朽化に
事業実施上の課

果

題、住 大が懸念される

が

。 伴う施設破損等の防

理

止を図る。
民・議会等

　

からの意見 意　見 対応

由

策
と対応策

交通安全施

得

設の整備。 歩道築造工

ら

事（市道山ノ間小林線

れ

）
R6年度の事業計画

て

は前 変　更
及び防護柵

い

設置工事（市道明知福

ま

田
年度から変更・追加

す

は 前年度 ・
線）の完了

か

。
あるか 追　加

今後の

？

事業・コスト・成果の

得

方向性 今後の事業の方

ら

向性、改革・改善案
※

れ

今年度からの具体的な

て

事業の進め方、手段の

い

見直し等、各方向性の

な

内容

　　　　　　　　

い

　□　拡大 今後とも適

事

正な施設管理を行い道

業

路利用者の交通安全
　

進

　　　　　　　　□　

展

改善 を図る。
　　　　

等

　　　　　■　現状維

に

持
　　　　　　　　　

よ

□　縮小
　　　　　　

る

　　　□　統合
　　　

環

　　　　　　□　完了

境

　　　　　　　　　□

変

　廃止・休止
コストの

化

方向性
　　　　　　　

あ

　　↑　増加
成果の方

る

向性
　　　　　　　　

に

　↑　増加

2

伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 306 交通安全施設整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市道の危険箇所に交通安全施設を整備することにより、交通
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

安全に寄与し成果は得られている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

交通安全に対する事業は、各場所により対策

様

方法が違っておりそれ

式

ぞ
事業進展等による環

1

境変化
□ ある れにあっ

-

た対策を講じているた

2

め見直す必要はない。

事

に伴い、対象を見直す

務

（拡
その理由

大・縮小



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月20日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 312 都市計画道路整備事業
政策 快適で暮らしやすいまち

この事務事業
施策 便利で快適な住環境をつくろう

の位置
基本事業 道路

主管課名 道路河川課 課長名 鈴木　哲也
この事務事業の開始時期 平成３(1991)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 都市計画法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市内に都市計画決定された都市計画道路を新設整備し 既設の着手している路線の整備を順次進め、事業の効
、幹線道路網によるみよし市都市機能の向上を推進す 果を最大限に発揮していく。
る。
「ＳＤＧｓの取り組み：９，11，12」

①道路詳細設計業務委託　②完了検査　③支払い事務
R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

国・県の補助金の確保が難しくなっている 名称 単位
① 都市計画道路整備延長 ｍ

変 化
② 用地取得面積 ㎡

内 容

対象(この

令

事業の対象、範囲とな

和

る人、物) (2)対象

 

指標（対象の大きさを

6

表す指標）

みよし市事

年

業による都市計画道路

度

名称 単位
① 蜂ヶ池線整

（

備計画延長 ｍ
② 三好中

5

部特定土地区画整理関

年

連計画延長 ｍ

目的(こ

度

の事業によって上記対

実

象をどのような状態に

施

したいのか) (3)成

分

果指標（目的の達成度

）

を示す指標）

①県道三

事

好沓掛線から国道15

務

3号までのアクセス時

事

間を短縮する 名称 単位

業

②区画整理事業に合わ

目

せた計画的整備により

的

事業完了を図る ① 三好

評

沓掛線～国道153号

価

間の所要時間 分
② 蜂ヶ

表

池線進捗率　整備済延

様

長／計画延長 ％

結果(

式

上位基本事業の意図)

1

(4)結果の成果指標

-

（上位基本事業の成果

1

指標）

誰もが安心して

記

出かけられ、移動が円

入

滑にできるための道路

日

整備 名称 単位
を推進す

令

る ① 都市計画道路の整

和

備率 ％
②

事務事業の各

0

種指標の実績と見込及

6

び目標

R4年度 R5年

年

度 R5年度 R6年度 R

0

7年度 R8年度 R9年

5

度
指標 ＼ 年度 単位

月

実績値 計画値 実績値 計

2

画値 目標値 目標値 目標

0

値
(1)の ① ｍ 54,

日

255 54,255 5

１

4,255 54,25

事

5 54,255 54,

務

955 54,955
活

事

動指標 ② ㎡ 0 5,00

業

0 0 5,000 0 0 0

の

(2)の ① ｍ 1,45

現

0 1,450 1,45

状

0 1,450 1,45

　

0 1,450 1,45

Ｐ

0
対象指標 ② ｍ 1,5

Ｌ

30 1,530 1,5

Ａ

30 1,530 1,5

Ｎ

30 1,530 1,5

及

30
(3)の ① 分 7 7

び

7 7 7 7 7
成果指標 ②

Ｄ

％ 78 78 78 78 7

Ｏ

8 78 78
(4)の結

事

果の ① ％ 81 81 81

務

81 81 82 82
成果

事

指標 ②
予算費目 会計 0

業

1 一般会計 款 08 項

名

04 目 02

コスト 年度

N

R4年度 R5年度 R5

o

年度 R6年度 R7年度

.

R8年度 R9年度
実績

3

値 計画値 実績値 計画値

1

目標値 目標値 目標値
事

2

業費(決算又は予算額

都

)Ａ 単位 13,378

市

16,154 14,7

計

23 7,536 543

画

198,789 170

道

,116

財
源
内
訳

 国

路

庫支出金 千円 0 0 0 0

整

0 0 0
 県支出金 千円

備

0 0 0 0 0 0 0
 地方

事

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

業

 その他 千円 0 0 0 0

政

0 0 0
 一般財源 千円

策

13,378 16,1

こ

54 14,723 7,

の

536 543 198,

事

789 170,116

務

人件費Ｂ 千円 4,57

事

6 5,195.5 5,

業

195.5 5,195

施

.5 5,195.5 5

策

,892.5 5,89

の

2.5
正職員従事時間

位

×人数 時間×人 260

置

× 5 246× 6 246

基

× 6 246× 6 246

本

× 6 279× 6 279

事

× 6
正職員以外の人件

業

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

主

その他の費用Ｃ 千円 4

管

04 404 431 43

課

1 431 646 646

名

トータルコストA+B

課

+C 千円 18,358

長

21,753.5 20

名

,349.5 13,1

こ

62.5 6,169.

の

5 205,327.5

事

176,654.5
単

務

位あたりコスト ① 千円

事

/ｍ 12.7 15 14

業

9.1 4.3 141.

の

6 121.8
（ﾄｰﾀ

開

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

始

象指標）② 千円/ｍ 1

時

2 14.2 13.3 8

期

.6 4 134.2 11

事

5.5

1

務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

直す（拡
その理由

大・

業

縮小）必要はありませ

名

■ ない
んか？

都市計画

N

決定時からの環境変化

o

もなく、目的も見直す

.

必要はない。
事業進展

3

等による環境変化 □ あ

1

る
に伴い、目的を見直

2

す（目
その理由

的の追

都

加・拡充又は絞込）

必

市

要はありませんか？ ■

計

ない

有
効
性

用地取得や

画

地元調整も必要なこと

道

から事業推進には限界

路

がある。
今以上に事業

整

の成果を向上

させる方

備

法を記入して下さ

い。

事

内　容
※(3)の成果

業

指標を向上させる

　こ

２

とはできますか？

令和

評

５(2023)年度末

価

市内都市計画道路整備

　

率　81.1％
目的達

Ｃ

成状況 内　容

□民間へ

Ｈ

の一部委託 □民間への

Ｅ

全部委託
市関与の必要

Ｃ

性 □指定管理 □補助金

Ｋ

・負担金助成 ■市の直

目

営
内　容

　（実施手法

的

） 市道を築造していく

妥

のは管理者である市の

当

責務である。

効
率
性

本

性

事務事業と他の事務事

こ

業を統廃合することは

の

できない。
事務事業の

事

統廃合により、

事業の

業

効率化を図り、成果
内

の

　容
を向上させる方法

必

を記入し

て下さい。

用

要

地交渉や工事発注設計

性

には時間を要すること

は

から、事業費や人件費

薄

を削減す
現状より事業

れ

費・人件費を
ることは

て

できない。
削減する方

得

法を記入して下

さい。

ら

（仕様の変更、外部 内

れ

　容
委託、従事時間の

て

削減等は

できないか？

い

)

公
平
性

不特定多数の

る

人が利用するため、受

い

益者を特定で
□ ある ■

ま

現状で適正
受益者負担

せ

はありますか？ きない

ん

。
また、受益者負担割

か

合は適 ■ ない □ 検討が

。

必要 内　容
正ですか？

十

□ 受益者がいない

３
改

分

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

な

Ｎ

用地の確保、物件移

成

転が必要になっ 行政区

果

等関係機関と調整しな

が

がら用
事業実施上の課

理

題、住 てくる。 地取得

　

、街路整備を進めてい

由

く。
民・議会等からの

得

意見 意　見 対応策
と対

ら

応策

都市計画道路の整

れ

備 継続して実施するた

て

め、前年度と同
R6年

い

度の事業計画は前 変　

ま

更
様・同規模で実施。

す

年度から変更・追加は

か

前年度 ・
あるか 追　加

？

今後の事業・コスト・

得

成果の方向性 今後の事

ら

業の方向性、改革・改

れ

善案
※今年度からの具

て

体的な事業の進め方、

い

手段の見直し等、各方

な

向性の内容

　　　　　

い

　　　　□　拡大 今後

事

とも計画的に整備を推

業

進し、都市機能の整っ

進

た住
　　　　　　　　

展

　□　改善 みやすい街

等

みよし市を目指す。
　

に

　　　　　　　　■　

よ

現状維持
　　　　　　

る

　　　□　縮小
　　　

環

　　　　　　□　統合

境

　　　　　　　　　□

変

　完了
　　　　　　　

化

　　□　廃止・休止
コ

あ

ストの方向性
　　　　

る

　　　　　↓　減少
成

に

果の方向性
　　　　　

伴

　　　　→　維持

2

い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 312 都市計画道路整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市内に都市計画決定された都市計画道路を新設整備し、幹線
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

道路網によるみよし市都市機能の向上を推進しており成果が
いませんか。十分な成果が 理　由

得られている。
得られていますか？ □ 得られていない

都市

様

計画決定されている道

式

路を築造するにあたり

1

、環境変化に左右さ
事

-

業進展等による環境変

2

化
□ ある れることがな

事

いため見直す必要はな

務

い。
に伴い、対象を見


